
少額訴訟における手続教示，録音テープ等への記録の手続及び口頭弁論調書の作成につい
て  
  
                       平成 9年 7月 16日総三第８４号地方裁判所長あ 

て総務局長，民事局長通達  
  
                  改正 平成 12年 3月 17日総三第３０号 

平成 16年 1月 23日総三第５号 
                       平成 20年 3月 27日総三第 000361号 
               平成 29年 12月 7日総三第２００号 
               令和 3年 3月 29日総一第３８１号 
  
 民事訴訟法（平成８年法律第１０９号。以下「民訴法」という。）第６編に定める少額訴
訟における手続教示，録音テープ又はビデオテープ（これらに準ずる方法により一定の事
項を記録することができる物を含む。以下「録音テープ等」という。）への記録の手続及び
口頭弁論調書の作成について下記のとおり定めましたので，平成２９年５月３１日付け最
高裁総三第４７号総務局長，情報政策課長通達「訴訟等関係人の尋問，供述等の記録媒体
への保存等に関する事務の取扱いについて」によるほか，これによってください。  
 なお，簡易裁判所に対しては，所管の地方裁判所長から伝達してください。  

記 
第１ 手続教示  
１ 手続教示の目的 
少額訴訟は，少額の金銭を巡る紛争を訴額に見合った経済的負担で簡易かつ迅速に解決

するために設けられた特別の手続であるが，同時に，通常の訴訟手続には見られない当事
者の訴訟上の地位に影響を与える規定を含む手続構造となっている。このため，当事者等
が各種手続の中から少額訴訟の手続を選択し，また，この手続に従った訴訟活動等を行う
ためには，その前提として，この手続の内容を理解している必要がある。  
 少額訴訟における手続教示は，このような観点から，裁判所が，当事者等の理解のための
一助として，必要に応じて，その手続の内容について説明等をすることにより，その制度
趣旨にかなった運用を図ろうとするものである。  
２ 手続教示の内容及び方法 
少額訴訟について手続教示を行う場合には，当事者等に対し，少額訴訟の手続の基本的

な特徴を説明する。この場合においては，主として，次に掲げる事項の趣旨を適宜な方法
により説明するものとする。ただし，当事者等の理解及び手続の段階等の状況に応じて，
適宜その一部を省略し，又はその他の事項を付加して差し支えない。また，この場合にお 
いては，裁判所の公平性及び中立性を損なうことのないよう十分配慮しなければならな
い。  
(1) 少額訴訟においては，特別の事情がある場合を除き，最初にすべき口頭弁論の期日に
おいて審理を完了しなければならないこと。そのため，当事者は，その期日前又はその
期日において，すべての攻撃又は防御の方法を提出しなければならないこと。また，証
拠調べは，即時の取り調べることができる証拠に限りすることができること。  

(2) 被告は，訴訟を通常の手続に移行させる旨の申述をすることができること。ただし，
被告が最初にすべき口頭弁論の期日において弁論をし，又はその期日が終了した後は，
この限りでないこと。  

(3) 裁判所は，請求を認容する判決をする場合において，被告の資力その他の事情を考慮
して，特に必要があると認めるときは，判決の言渡しの日から３年以内の支払の猶予若
しくは分割払の定めをし，又はこれと併せて，訴え提起後の遅延損害金の支払義務の免
除の定めをすることができること。  

(4) 少額訴訟の終局判決に対しては，控訴をすることはできないが，判決書又は判決書に
代わる調書の送達を受けた日から２週間以内に，その判決をした裁判所に異議を申し立
てることができること。ただし，支払の猶予等の定めに関する裁判に対しては，不服
（異議）を申し立てることができないこと。  

また，異議後の終局判決に対しては，原則として，不服を申し立てることができな
いこと。  

３ 民訴規則第２２２条第１項所定の書面 



民事訴訟規則（平成８年最高裁判所規則第５号。以下「民訴規則」という。）第２２２
条第１項により，裁判所書記官が，当事者に対し，少額訴訟における最初にすべき口頭
弁論の期日の呼出しの際に交付しなければならない書面には，少額訴訟による審理及び
裁判の手続の内容として，その手続の基本的な特徴を記載する。この場合においては，
少なくとも２に掲げる(1)から(4)までの事項の趣旨を記載するものとし，原告用につい
ては別紙第１の記載例を，被告用については別紙第２の記載例を，それぞれ参考にし
て，適宜作成するものとする。 
なお，これらの事項に加え，少額訴訟の手続その他の特徴，訴訟手続についての一般

的な注意事項，当事者がすべき事前準備に関する事項等を適宜付加して記載することは
差し支えない。  

第２ 録音テープ等への記録の手続  
１ 録音等の手続 
  民訴規則第２２７条第２項の規定による証人又は鑑定人の陳述の記録（以下「録音等」
という。）は，当該口頭弁論期日に立ち会った裁判所書記官が行う。 

２ 録音テープ等の保管等  
(1) 作成方法 
   録音テープ等は，原則として，同一の事件の同一の取調期日ごとにそれぞれ別個に

作成する。この場合において，必ずしも取り調べられる者ごとに別個の録音テープ等
を作成する必要はない。 

(2) 保管者  
    録音テープ等の保管は，録音等に係る事件を担当する裁判所書記官（以下「担当書

記官」という。）が行う。  
(3) 保管期間の終期  

録音テープ等の保管期間の終期は，録音等に係る少額訴訟事件が移送決定の確定又
は判決により終了したときは終了の日から１年とし，取下げ，和解又は請求の放棄若
しくは認諾により終了したときは終了の日から２週間とする。ただし，判決により終
了した場合において，終了の日から１年を経過する前に当該判決若しくはこれに対す
る不服申立て事件の判決が確定し，又は不服申立て事件が取下げ，和解又は請求の放
棄若しくは認諾により終了したときは，確定又は終了の日から２週間とする。  

(4) 保管方法  
録音テープ等には，適宜の箇所に事件番号，証人又は鑑定人を取り調べた日及び証

人又は鑑定人の氏名を記載する。  
録音テープ等は，訴訟記録とは別にし，複製事務及び消去事務等の便宜を考慮し

て，適宜の方法で整理した上，他の磁気性のあるものと隔離し，かつ，高温多湿及び
直射日光を避けて保管する。  

(5) 整理票の備付け  
担当書記官は，録音テープ等の検索の便宜のため，別紙様式第１の書面を参考にし

た整理票を作成し，これに，事件番号，当事者の氏名又は名称，証人又は鑑定人を取
り調べた年月日，証人又は鑑定人の氏名，録音等に係る事件が終了した年月日，その
事由及び録音等の消去年月日を記入し，これを録音等に係る事件の事件番号順に整理
して，録音テープ等とともに保管する。  
録音等が消去された録音テープ等に係る整理票は，録音等の消去の日から１年間保

存した後廃棄する。  
(6) 録音等に係る事件について移送決定の確定，少額異議判決に対する特別上告又は通常
の手続に移行した後の判決に対する上訴の提起等があった場合の取扱い 
録音テープ等は訴訟記録の一部ではないので，移送を受けた裁判所，特別上告裁判所

又は上訴裁判所等には送付しない。  
(7) 録音等の消去 
   保管期間が満了した録音テープ等の録音等は，担当書記官が録音テープ等を破壊する

方法等により消去する。 
(8) 亡失の報告 
 ア 担当書記官による報告 
   担当書記官は，その保管する録音テープ等が亡失したときは，直ちに，主任書記官

（民事の訟廷管理官及び訟廷管理官を含む。以下同じ。）に報告する。 
 イ 主任書記官による報告 



   主任書記官は，録音テープ等が亡失したことを認めたときは，直ちに，所属する裁
判所の首席書記官（首席書記官の置かれている簡易裁判所以外の簡易裁判所にあっては
その所在地を管轄する地方裁判所の首席書記官）を経由して，各裁判所の長に報告す
る。 

３ 録音テープ等の複製  
(1) 利害関係を有する者による複製の申出 

録音テープ等について，利害関係を有する者から複製の申出があるときは，それが
裁判上の利用に供するためのものである場合に限り，担当書記官は，民訴法第９１条
の趣旨に準じて，これを許すものとする。  

(2) 複製の申出の方法 
当事者又は利害関係を有する者による録音テープ等の複製の申出については，別紙

様式第２の書面を参考にした録音テープ等複製の申出書用紙を備え付け，できる限
り，申出書として使用させるものとする。  
申出の手数料は，不要である。  

(3) 複製の方法 
裁判所書記官は，庁用の複製装置を使用して，申出人が持参した録音テープ等に複

製する。  
(4) 受領書について 

録音テープ等の複製を申出人に交付する際には，その受領書を徴する。  
第３ 口頭弁論調書の作成  
１ 調書の様式  
(1) 少額訴訟事件においては，平成１６年１月２３日付け最高裁総三第２号総務局長，民
事局長，家庭局長通達「民事事件の口頭弁論調書等の様式及び記載方法について」（以下
「調書通達」という。）記第３の４に定める第４号様式（証人等目録）の調書の作成を省
略することができる。ただし，通常の手続に移行した後については，この限りではな
い。  

(2) 民訴規則第２２７条第１項の規定により調書への記載を要しない証人，当事者本人又
は鑑定人の陳述については，調書通達記第３の５に定める第５号様式（証人等調書）の
調書を作成しない。  

２ 証拠関係の記載方法  
１の(1)の定めにより第４号様式（証人等目録）の調書の作成を省略した場合には，証

拠関係は，調書通達記第３の１に定める第１号様式（口頭弁論調書 準備的口頭弁論調書
単独用）の「弁論の要領等」に記載する。この場合において，当事者本人又は証人の尋
問があったときは，尋問を受けた者を特定して記載する。  
 

付 記 
この通達は，民訴法施行の日から実施する。  
 
付 記（平１２．３．１７総三第３０号） 
この通達は，平成１３年１月１日から実施する。  
 
付 記（平１６．１．２３総三第５号）  
この通達は，平成１６年４月１日から実施する。  
 
付 記（平２０．３．２７総三第 000361号）  
この通達は，平成２０年５月１日から実施する。  
 
付 記（平２９．１２．７総三第２００号）  
この通達は，平成３０年１月１日から実施する。 
  
付 記（令３．３．２９総一第３８１号） 
１ この通達は，令和３年４月１日から実施する。ただし，記第２から記第１８まで及び
記第２１の定めは，同年７月１日から実施する。 

２ この通達の実施の際，従前の様式による用紙が残存している場合には，これを使用し
て差し支えない。 

 



（別紙第１）        （表）  
（原告用）            

少額訴訟の手続について 
少額訴訟は，特別な手続で，通常の手続と比べて，次のような特徴があります。  

１ （一期日審理の原則） 
  裁判所は，あなたや相手方の言い分を聴いたり，証拠を調べたりして，なるべく１回の
期日で審理を終えます。そのため，あなたの方で，訴状に書いたこと以外に，言いたいこ
とがあれば，指定された期日までにすべての言い分を裁判所に説明できるように準備して
おく必要があります。また，あなたの方で，調べてほしい証拠があれば，指定された期日
までにすべての証拠を提出できるように準備しておく必要があります。  
２ （証拠調べの制限） 
  この手続では，指定された期日に法廷ですぐに調べることができる証拠に限り，調べる
ことができます。そのため，あなたの言い分を裏付けると考えられる書類等があれば，指
定された期日に書類等そのものを持参する必要があります。また，あなたの言い分を証明
してくれると考えられる人がいれば，あなたの方で，その人に指定された期日に裁判所に
来てもらえるようにする必要があります。  
３ （判決による支払の猶予） 
  裁判所は，審理の結果，あなたの請求を認める判決をする場合であっても，相手方の経
済状態その他の事情を考慮して，特に必要があると判断したときは，相手方に対し，判決
言渡しの日から３年以内の範囲で，支払期限の猶予をしたり，分割して支払うことを認め
たり，さらに，裁判所があなたの訴状を受け付けた日の翌日以降に発生した遅延損害金の
支払を免除したりすることがあります。  
４ （判決に対する不服申立て） 
  少額訴訟の判決に対して不服がある場合には，地方裁判所への不服申立て（控訴）はで
きませんが，あなたが判決書又は判決の内容を記載した調書を受け取った日から２週間以
内に，その判決をした簡易裁判所に書面で不服（異議）を申し立てることができます。た
だし，判決による支払猶予等の定め（例えば，分割払の条件）については，不服（異議）
を申し立てることはできません。また，異議申立ての後に言い渡される判決に対しては，
原則として，不服を申し立てることはできません。  
              （裏）  
５ （通常の手続への移行） 
  相手方から，通常の手続での審理を求める申出（通常移行の申述）があった場合には，
１から４までのような特徴のある少額訴訟の手続ではなく，通常の手続で審理されること
になります。ただし，①最初の期日に相手方があなたの請求に対して言い分を述べた後， 
②最初の期日に相手方が言い分を述べなかった場合や相手方が最初の期日に欠席した場合
において，その期日か終了した後は，相手方は，通常移行の申述をすることはできなくな
ります。  
 
（別紙第２）        （表）  
（被告用） 

少額訴訟の手続について 
少額訴訟は，６０万円以下の金銭を巡る紛争についての特別な手続で，通常の訴訟手続

と比べて，次のような特徴があります。  
１ （一期日審理の原則） 
  裁判所は，あなたや相手方の言い分を聴いたり，証拠を調べたりして，なるべく１回の
期日で審理を終えます。そのため，あなたの方で，言いたいことがあれば，指定された期
日までにすべての言い分を裁判所に説明できるように準備しておく必要があります。ま
た，あなたの方で，調べてほしい証拠があれば，指定された期日までにすべての証拠を提
出できるように準備しておく必要があります。  
２ （証拠調べの制限） 
  この手続では，指定された期日に法廷ですぐに調べることができる証拠に限り，調べる
ことができます。そのため，あなたの言い分を裏付けると考えられる書類等があれば，指
定された期日に書類等そのものを持参する必要があります。また，あなたの言い分を証明
してくれると考えられる人がいれば，あなたの方で，その人に指定された期日に裁判所に
来てもらえるようにする必要があります。  
３ （判決による支払の猶予） 



  裁判所は，審理の結果，相手方の請求を認める判決をする場合であっても，あなたの経
済状態その他の事情を考慮して，特に必要があると判断したときは，あなたに対し，判決
言渡しの日から３年以内の範囲で，支払期限の猶予をしたり，分割して支払うことを認め
たり，さらに，裁判所が訴状を受け付けた日の翌日以降に発生した遅延損害金の支払を免
除したりすることがあります。  
４ （判決に対する不服申立て） 
  少額訴訟の判決に対して不服がある場合には，地方裁判所への不服申立て（控訴）はで
きませんが，あなたが判決書又は判決の内容を記載した調書を受け取った日から２週間以
内に，その判決をした簡易裁判所に書面で不服（異議）を申し立てることができます。た
だし，判決による支払猶予等の定め（例えば，分割払の条件）については，不服（異議）
を申し立てることはできません。また，異議申立ての後に言い渡される判決に対しては，
原則として，不服を申し立てることはできません。  
              （裏）  
５ （通常の手続への移行） 
  あなたが，この紛争を１から４までのような特徴のある少額訴訟の手続ではなく，通常
の手続で審理することを希望する場合には，最初の期日までに書面で通常の手続での審理
を求める申出（通常移行の申述）をするか，又は最初の期日に出頭して，申し出る必要が
あります。なお，①最初の期日にあなたが相手方の請求に対して言い分を述べた後，②最
初の期日にあなたが言い分を述べなかった場合やあなたが最初の期日に欠席した場合にお
いて，その期日が終了した後は，通常移行の申述をすることはできなくなります。  
                                  
   
 






